
閣 議 及 び 閣 僚 懇 談 会 議 事 録 

開催日時：令和４年６月１０日（金） ９：０２～９：１４ 

開催場所：総理大臣官邸閣議室 

出 席 者：岸 田 文 雄 内閣総理大臣 

金 子 恭 之 国務大臣（総務大臣） 

古 川 禎 久 国務大臣（法務大臣） 

鈴 木 俊 一 国務大臣（財務大臣、内閣府特命担当大臣） 

末 松 信 介 国務大臣（文部科学大臣） 

後 藤 茂 之 国務大臣（厚生労働大臣） 

金 子 原二郎 国務大臣（農林水産大臣） 

萩生田 光 一 国務大臣（経済産業大臣、内閣府特命担当大臣） 

斉 藤 鉄 夫 国務大臣（国土交通大臣） 

山 口 壯 国務大臣（環境大臣、内閣府特命担当大臣） 

岸 信 夫 国務大臣（防衛大臣） 

松 野 博 一 国務大臣（内閣官房長官） 

牧 島 かれん 国務大臣（デジタル大臣、内閣府特命担当大臣） 

西 銘 恒三郎 国務大臣（復興大臣、内閣府特命担当大臣） 

二之湯 智 国務大臣（国家公安委員会委員長、内閣府特命担当大臣） 

野 田 聖 子 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

小 林 鷹 之 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

若 宮 健 嗣 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

欠 席 者：林 芳 正 国務大臣（外務大臣） 

山 際 大志郎 国務大臣（内閣府特命担当大臣） 

陪 席 者：木 原 誠 二 内閣官房副長官 

磯 﨑 仁 彦 内閣官房副長官 

栗 生 俊 一 内閣官房副長官 

近 藤 正 春 内閣法制局長官 

閣議案件：別添案件表のとおり。 

○一般案件 １件 

○国会提出案件 １９件 

○公布（法律） ３件 

○政令 ４件 

○人事 ２件 

いずれも、案件表のとおり、決定、了解となった。 
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議事内容： 

○松野国務大臣：ただ今から、閣議を開催いたします。 

まず、閣議案件について、磯﨑副長官から御説明申し上げます。 

○磯﨑内閣官房副長官：国会提出案件について、申し上げます。まず、「水循環白書」、

「防災白書」、「個人情報保護委員会年次報告書」、「公害紛争処理白書」、「首都圏白

書」、「土地白書」、「観光白書」及び「交通政策白書」について、御決定をお願いい

たします。後程、「水循環白書」「首都圏白書」、「土地白書」、「観光白書」及び「交

通政策白書」につきましては、国土交通大臣から、「防災白書」につきましては、二

之湯大臣から、御発言があります。 

次に、国会法に基づき、福島原子力発電所事故調査委員会の報告書を受けて政府

が講じた措置を国会に報告することについて、御決定をお願いいたします。 

次に、北朝鮮人権侵害対処法に基づき、拉致問題等に関する政府の取組を国会に

報告することについて、御決定をお願いいたします。 

次に、質問主意書に対する答弁書８件について、お手元の資料のとおり、御決定

をお願いいたします。 

次に、第２０７回国会において採択された請願５件の処理経過を国会に報告する

ことについて、御決定をお願いいたします。 

次に、法律の公布について、御決定をお願いいたします。「児童福祉法等の一部改

正法」外１件が、昨日までの衆議院及び参議院本会議において、可決成立したもの

であります。 

次に、政令４件について、御決定をお願いいたします。まず、「日本海溝・千島海

溝地震特措法の一部改正法の施行期日令」は、同改正法の施行期日を本年６月１７

日とするものであり、「同特措法施行令の一部改正令」は、同改正法の施行に伴い、

迅速な避難の確保を図るため要配慮者が利用する施設等を定めるものであります。 

次に、「予算決算及び会計令の一部改正令」は、令和７年度までの一般会計決算に

おいて、公債等の償還財源に充てる剰余金から、復興財源由来の剰余金を控除する

ものであります。 

次に、「輸出貿易管理令の一部改正令」は、ロシアへの貨物自動車等の輸出禁止措

置を導入するものであります。本件につきましては、後程、経済産業大臣から御発

言があります。 

次に、人事案件について、申し上げます。まず、岸田内閣総理大臣が、第１９回

アジア安全保障会議出席、日・シンガポール首脳会談等のため、本日から明日まで、

岸防衛大臣が、第１９回アジア安全保障会議出席等のため、本日から１２日まで、

それぞれ海外出張されますので、御了解をお願いいたします。 

次に、後藤一男外１６６名の叙位又は叙勲について、御決定をお願いいたします。 

次に、件名外案件について、申し上げます。「無償資金協力に係る取極の締結」に

ついて、御決定をお願いいたします。本件は、我が国と相手国政府等との間で実質

的な合意をみた無償資金協力を取りまとめたもので、２７か国、５機関に対する計

４９件、総額約２８５億円の贈与等を行うものであります。個々の案件につきまし

2



 

ては、先方との書簡交換までそれぞれ不公表といたしたいので、御了承をお願いい

たします。なお、締結状況は適宜取りまとめ、別途、閣議に御報告することといた

します。 

次に、準備のための案件といたしまして、法律の公布について、あらかじめ御決

定をお願いいたします。本件は、当該法律の成立を条件に決定するもので、それま

での間不公表扱いとなりますので、御了承をお願いいたします。「令和４年度子育て

世帯生活支援特別給付金に係る差押禁止等に関する法律」は、近く参議院本会議に

おいて、可決成立する予定であります。 

○松野国務大臣：次に、大臣発言がございます。まず、国土交通大臣。 

○斉藤国務大臣：この度、「水循環白書」、「首都圏白書」、「土地白書」、「観光白書」及

び「交通政策白書」を取りまとめましたので、報告いたします。これらの白書は、

それぞれ水循環基本法、首都圏整備法、土地基本法、観光立国推進基本法及び交通

政策基本法の規定に基づき、政府が毎年、国会に対し報告しているものです。「水循

環白書」では、地下水の適正な保全と利用に向けた地下水マネジメントの取組等に

ついて報告しております。「首都圏白書」では、首都圏における脱炭素社会の実現に

向けた取組等について報告しております。「土地白書」では、人口減少社会における

所有者不明土地対策の取組等について報告しております。「観光白書」では、新型コ

ロナウイルス感染症が観光に与えた影響と変化、ポストコロナに向けた取組等につ

いて報告しております。「交通政策白書」では、新型コロナウイルス感染症が交通・

物流に与えた影響と変化、ポストコロナに向けた取組等について報告しております。 

○松野国務大臣：次に、二之湯大臣。 

○二之湯国務大臣：災害対策基本法において毎年国会に報告することとされている、

いわゆる「防災白書」について御説明申し上げます。今年の白書では、特集として

「大規模災害から命を守るために」と題し、令和３年度の災害に対する政府等の対

応、盛土災害の防止のための総点検及び法整備の検討、災害時における安否不明者

の氏名等の公表、住民の適切な避難行動の確保に向けた方策等について記載してい

ます。閣僚各位におかれましては、今後も災害対策の推進について一層の御尽力を

賜りますようお願い申し上げます。 

○松野国務大臣：次に、経済産業大臣。 

○萩生田国務大臣：ロシア連邦によるウクライナ侵略を受け、国際平和のための国際

的な努力に我が国として寄与するため、６月７日に閣議了解において、ロシア連邦

の産業基盤強化に資する物品の輸出の禁止措置を講ずることとしました。今般、そ

れを実施するため、輸出貿易管理令の改正を行います。経済産業省としては、外為

法を所管する立場として、関係省庁と連携し、輸出の禁止措置の実施に万全を期し

てまいります。 

○松野国務大臣：次に、内閣総理大臣から御発言がございます。 

○岸田内閣総理大臣：岸大臣は、海外出張いたしますが、その出張不在中、松野内閣

官房長官を防衛大臣の臨時代理に指定します。なお、私も、本日から明日まで、海

外出張いたしますが、その出張不在中の臨時代理は、既に指定されているとおり、
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松野内閣官房長官となりますので御了知願います。 

○松野国務大臣：これをもちまして、閣議を終了いたします。 

引き続き、閣僚懇談会を開催いたします。 

御発言はございますか。 

無いようですので、以上をもちまして、閣僚懇談会を終了いたします。 
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令和４年 

６月 10日 

◎ 国 会 提出 案件

   ○ 「令和 ３ 年 度水 循環 施 策 」に つい て （ 決定 ）

（ 内 閣 官 房 ）

〃 ○ 「防 災に 関 し てと った 措 置 の概 況」 及 び 「令 和４

年 度 の 防 災 に関 す る 計画 」に つ い て（ 決定 ）

（ 内 閣 府 本府） 

〃 ○ 令和３ 年 度 個人 情報 保 護 委員 会年 次 報 告書 につ い

て （ 決定 ）       （個 人 情 報保 護委 員 会 ）

〃 ○ 令和 ３年 度 公 害等 調整 委 員 会年 次報 告 書 につ いて

（ 決 定 ）         （ 公 害 等調 整委 員 会 ）

〃 ○ 「令 和３ 年 度 首都 圏整 備 に 関す る年 次 報 告」 につ

い て （ 決 定 ）          （国 土交 通 省 ）

〃 ○ 「令和 ３ 年 度土 地に 関 す る動 向」 及 び 「令 和４ 年

度 土 地に 関 する 基 本 的施 策」 に つ いて （決 定 ）

（ 同 上） 

〃 ○ 「令和 ３ 年 度観 光の 状 況 」及 び「 令 和 ４年 度観 光

施 策 」に つ いて （ 決 定）        （ 同 上 ）

〃 ○ 「令和 ３ 年 度交 通の 動 向 」及 び「 令 和 ４年 度交 通

施 策 」に つ いて （ 決 定）        （ 同 上 ）

〃 ○ 令和３ 年 度 東京 電力 福 島 原子 力発 電 所 事故 調査 委

員 会 の報 告 書を 受 け て講 じた 措 置 につ いて

（ 決 定 ）            （内 閣府 本 府 ）

〃 ○ 令和３ 年 度 拉致 問題 の 解 決そ の他 北 朝 鮮当 局に よ

る 人 権侵 害 問題 へ の 対処 に関 す る 政府 の取 組 に つ

い て の報 告 につ い て （決 定 )( 外 務 省 ・ 内閣官 房 ）

1.衆 議 院 議員 緒方 林 太 郎（ 有志 ） 提 出内 閣官 房

及 び 内 閣府の ス リ ム化 に関 す る 質問 に対 す る

答 弁 書 につい て （ 決定 ）    （内 閣官 房 ）

〃 ○ 1.衆 議 院 議員 長妻 昭 （ 立民 ）提 出 孤 独死 の全 国

調 査 に 関する 質 問 に対 する 答 弁 書に つい て

（ 決 定 ）   （同 上 ） 

（ 金 ）閣 議 案 件

資 料
あ り

〔 別 添 〕
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     1.衆 議 院 議員 落合 貴 之 （立 民） 提 出 プラ イマ リ  

ー バ ラ ンス黒 字 化 に関 する 質 問 に対 する 答 弁  

書 に つ いて（ 決 定 ）     （ 内閣 府本 府 ） 

 1. 衆 議 院 議員 山 本 有二 （自 民 ） 提出 銀行 に よ る  

不 動 産業 務 への 進 出 に関 する 質 問 に対 する 答  

弁 書 につ い て（ 決 定 ）      （金 融庁 ） 

1. 衆 議 院議 員長 妻 昭 （立 民） 提 出 コロ ナ自 宅 死  

の 実 態 調 査に 関 す る質 問に 対 す る答 弁書 に つ  

い て （ 決 定）        （ 厚生 労働 省 ） 

1. 衆 議 院議 員長 妻 昭 （立 民） 提 出 出産 育児 一 時  

金 の 増 額 に関 す る 質問 に対 す る 答弁 書に つ い  

て （ 決 定 ）            （同 上 ） 

     1.衆 議 院 議員 長妻 昭 （ 立民 ）提 出 欧 米で 禁止 の  

農 薬 に 関 する再 質 問 に対 する 答 弁 書に つい て   

（ 決 定 ）          （ 農 林水 産省 ） 

     1.衆 議 院 議員 緒方 林 太 郎（ 有志 ） 提 出個 別的 自  

衛 権 の 行 使に関 す る 質問 に対 す る 答弁 書に つ  

い て （ 決 定）          （防 衛省 ） 

   ○ 第２０ ７ 回 国会 の参 議 院 にお いて 採 択 され た「 全  

ての世代が将来にわたって信頼できる年金・医療・

介 護 等の 社 会保 障 制 度の 確立 に 関 する 請願 」 外 ４  

件 の 処理 に つい て （ 決定 ）     （ 内閣 官 房 ） 

 

◎ 公 布 （法 律） 

1. 児 童 福 祉法等 の 一 部を 改正 す る 法律 （決 定 ） 

☆  1. 自 動 車損 害 賠 償保 障法 及 び 特別 会計 に 関 する 

   法 律の一 部 を 改正 する 法 律 （決 定） 

 

     ◎政  令 

   ○ 日本海 溝 ・ 千島 海溝 周 辺 海溝 型地 震 に 係る 地震 防  

災 対 策の 推 進に 関 す る特 別措 置 法 の一 部を 改 正 す  

る 法 律の 施 行期 日 を 定め る政 令 （ 決定 ） 

（ 内 閣 府本 府・ 総 務 省） 

資 料  
な し  
 

資 料  
あ り  
 

資 料  
な し
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   ○ 日本海 溝 ・ 千島 海溝 周 辺 海溝 型地 震 に 係る 地震 防  

災 対 策の 推 進に 関 す る特 別措 置 法 施行 令の 一 部 を  

改 正 する 政 令（ 決 定 ） 

内 閣 府 本府 ・総 務 ・ 財務 ・ 

農あ 林 水 産 ・ 国 土 交 通 省   

 〃  ○予 算決 算 及 び会 計令 の 一 部を 改正 す る 政令 

（ 決 定 ）              （財 務 省 ） 

 〃  ○輸 出貿 易 管 理令 の一 部 を 改正 する 政 令 （決 定） 

（ 経 済 産業 省） 

 

◎ 人  事 

☆ 内 閣総 理 大臣 岸 田 文雄 外１ 名 の 海外 出張 に つ いて  

（ 了 解 ） 

☆ 元 判事 後 藤一 男 外 １６ ６名 の 叙 位又 は叙 勲 に つい  

て （ 決 定 ） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 

資 料  
あ り  
 

資 料  
あ り  
 

資 料  
な し  
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令和４年 

６月 10日 

 

◎ 一 般 案件        

   ○ 無償資 金 協 力に 係る 取 極 の締 結（ 令 和 ４年 度第 ２ 

次 取 り ま と め分 ） 等 につ いて （ 決 定） （外 務 省 ） 

 

 

〔 ○ 署 名あ り  ☆ 署 名な し〕 

 

 

（ 金 ）   件 名 外 案 件 

資 料  
な し  
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令和４年 

６月 10日 

◎ 公 布 （法 律）

   ☆ 令和４ 年 度 子育 て世 帯 生 活支 援特 別 給 付金 に係 る

差 押 禁止 等 に関 す る 法律 （決 定 ）

〔 ○ 署 名あ り ☆ 署 名な し〕

（ 金 ）準 備 の た め 

資 料
な し
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